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第 1 章 川島町下水道事業経営戦略について 

1-1. 「経営戦略」の策定背景と目的 

1-1-1. 下水道の役割 

下水道は、公衆衛生の向上や都市の健全な発展に寄与し、公共用水域の水質保全に資

する公共性、公益性の高い重要な都市基盤施設です。下水道の主な役割としては、汚水

の排除（生活環境の改善）、公共用水域の水質保全（水質汚濁防止による自然環境の保

全）、雨水の排除（浸水被害の防止）があります。  

 

 

図 1-1-1. 下水道の役割 

 

1-1-2. 分流式下水道の仕組み 

本町の下水道は一般家庭や事業所等から排出される「汚水」と「雨水」を別々の管に

流す「分流式下水道」という排除方式を採用しています。 

 

図 1-1-2. 分流式下水道の仕組み  
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1-1-3. 経営戦略策定背景 

これらの住民サービスを提供する下水道事業は、その性質上、多額の設備投資を必要

とします。しかし、人口減少に伴う下水道使用料収入の減少や施設の老朽化の進行によ

り、下水道事業を取り巻く経営環境は厳しさを増しています。  

この状況を踏まえ、総務省は『公営企業の経営に当たっての留意事項について』（平

成 26 年８月 29 日）や『「経営戦略」の策定推進について』（平成 28 年１月 26 日）

を発出し、各地方公共団体が経営する公営企業に対して「経営戦略」策定を要請してい

ます。 

「経営戦略」の策定により、下水道の整備や維持管理、災害対策を行っていくための

費用並びに財源の見通しの把握、更なる経営基盤の強化及び効率的な事業運営を図るこ

とが可能になります。 

 

1-1-4. 川島町の下水道事業経営戦略策定状況 

本町は平成 30 年度に下水道事業を対象とした『川島町下水道事業経営戦略』を策定

し、その後、地方公営企業法適用に伴い企業会計方式を導入したことに伴う修正を令和

2 年度に行いました。 

今回、当初計画から５年、企業会計移行から 3 年が経過したことに伴う見直しとして

『川島町下水道事業経営戦略（令和 6 年度～令和 15 年度）』を改定します。 

 

 

表 1-1-1. 川島町下水道経営戦略の沿革 

 

 

 

 

 

  

事由 策定年度 改定理由

策定 平成30年度 ― 平成31年度 ～ 平成40年度

修正 令和2年度
令和2年度に官庁会計方式から企業
会計方式に会計移行したことに伴
い、将来財政計画の修正等を実施

令和3年度 ～ 令和12年度

改定 令和5年度
当初計画から5年、企業会計方式移
行から3年が経過したことから振り
返りと見直しを実施

計画期間
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1-2. 基本的な考え方 

経営戦略は、各公営企業が将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的

な経営の基本計画です。施設・設備に関する投資の見通しを試算した計画（投資試算）と、

財源の見通しを試算した計画（財源試算）を構成要素とし、投資以外の経費も含めた上で、

収入と支出の均衡を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

①  特別会計ごとの策定を基本とすること。 

 

②  企業（事業）及び地域の現状と課題、これらの将来見通しを踏まえたものである

こと。 

 

③ ｢投資試算」や「財源試算」は、経営に不可欠の主要な施設の維持更新の見通しを

立てるため、施設の耐用年数等を踏まえて、計画期間に限らず可能な限り長期間

（事業の性格や個別事情にもよるが、原則として 30 年から 50 年超）かつ複数の

推計パターンで行い、その推計結果及びそれに基づく長期目標も設定すること。 

 

④ ｢投資試算」や「財源試算」を踏まえ、中長期的な視点から経営基盤の強化等に取

り組むことができるように、「投資・財政計画」の期間は 10 年以上を基本とするこ

と。 

 

⑤ 「投資試算」及び「財源試算」に基づきながら、原則として、期間内に支出と収入が

均衡した形で「投資・財政計画」が策定されていること。「投資試算」及び「財源試

算」の作成に当たっては、法令等に基づき策定された各事業の事業計画やアセッ

トマネジメント・ストックマネジメント等と整合が取れた試算とすること。 

 

⑥ 計画期間中に必要な住民サービスを提供することが可能となっていること。 

 

⑦ 「投資・財政計画」の支出と収入を当該期間内に均衡させるために必要な効率

化・経営健全化のための取組方針が示されていること。 

 

⑧ 策定期限は平成 32 年度末であること。なお、平成 33 年度以降に新たに事業開

始し、特別会計を設置した場合は、その時点で「経営戦略」を策定されていること

が望ましい。 

 

⑨ 改定に当たっては、「経営戦略」に基づく取組における毎年度の進捗管理と一定

期間（３～５年毎）の成果の検証・評価した上で行い、より質の高い｢経営戦略｣に

すること。 

 
経 営 戦 略 の 基 本 的 な 考 え 方 

出典：総務省『経営戦略策定・改定ガイドライン』  
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1-3. 計画の位置付け 

経営戦略は、『第 6 次川島町総合振興計画』を最上位計画と位置づけ、その他県や町の

既存計画と整合を図りつつ、下水道事業の事業計画やストックマネジメント実施方針等各

種構想・計画を反映して策定します。 

 

 

 

図 1-3-1. 「経営戦略」と各種計画の関係 

 

 

1-4. 計画期間 

本計画は、中長期的な観点から経営基盤の強化等に取り組み、サービスの維持に不可欠

な施設・設備の維持、更新に必要な期間を設定することとし、計画の期間を 10 年間（令

和 6 年度～令和 15 年度）とします。 

ただし、事業の進捗や環境の変化等に応じて、「投資・財政計画」と実績が著しく現状

と乖離する場合には、随時見直していくものとします。  

 

 

図 1-4-1. 経営戦略の計画期間 

 

  

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度

2024 2024 2024 2024 2024 2024 2024 2024 2024 2024

計画期間 ： 令和 6 ～ 15 年度(10年間)
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1-5. 策定フロー 

本計画の策定（改定）フローを図 1-5-1 に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-5-1. 経営戦略策定（改定）フロー 

 

 

ＳＴＡＲＴ 

ＥＮＤ 

２．現状の把握・分析 

■投資・維持管理の状況 

■経営・財政の状況 

■組織・外部環境の状況 

３．事業を取り巻く経営環境の確認 

■人口、有収水量、組織の状況等の見通し 

 

５．投資と財源にかかる検討 

■投資・財源に関する取組み 

■その他の取組み 

７．経営戦略の策定、フォロー・アップ検討  

１．基本事項の整理 

６．投資・財政計画 

■目標達成可能な財政収支の試算 

４．理念、経営基本方針の設定 

■ＳＤＧｓへの貢献内容の確認 

■理念の確認 

■経営基本方針の策定 
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第 2 章 下水道事業の現状 

2-1. 事業のあらまし 

本町の下水道事業は、埼玉県の荒川右岸流域下水道関連公共下水道として位置づけられ、

全体計画面積 555.2ha、事業計画面積 325.３ha、計画人口 10,900 人として、現在は

IC 周辺の開発区域を除く住居エリアの汚水管渠整備は概成しています。  

 

表 2-1-1. 川島町下水道事業基本情報 

 

出典：地方公営企業決算状況調査表、荒川右岸流域関連川島町公共下水道事業計画資料 

 

  

建設事業開始年月日 昭和51年3月16日

供用開始年月日 昭和63年3月28日

地方公営企業法適用年月日 令和2年4月1日

排除方式 分流式

行政区域区域 4,163（ha）

全体計画区域 555.2（ha）

事業計画区域 325.3（ha）

整備済み区域 325.3（ha）

整備率 58.6（%）

行政区域内人口 19,112（人）

全体計画人口 10,900（人）

事業計画人口 10,900（人）

処理区域内人口 9,937（人）

水洗化人口 9,737（人）

水洗化率 98.0（％）

事 業 概 要

基
本
事
項

面
積

人
口



1 章 第 2 章 第 3 章 第 4 章 第 5 章 第 6 章 第 7 章 第 8 章 

 

7 

 

図 2-1-1. 川島町汚水処理計画区域図 

全体計画区域 
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流域下水道とは、下水の処理を市町村単独ではなく、県及び複数の関連市町村で広域的

に実施する方式です。 

本町が属する荒川右岸流域下水道は埼玉県が管理する流域下水道であり、流域関連とし

て川越市、所沢市、狭山市、入間市、朝霞市、志木市、和光市、新座市、富士見市、ふじ

み野市、三芳町、川島町、吉見町の 13 市町によって構成されています。 

本町で収集した下水（汚水）は大口径の幹線管きょを通じて運搬され、和光市にある「新

河岸川水循環センター」（下水処理場）で水処理して荒川に放流しています。 

 

 

図 2-1-2. 荒川右岸流域下水道関連市町 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：（公財）埼玉県下水道公社 HP 

図 2-1-3. 新河岸川水循環センター（外観）      

  

荒川右岸流域下水道 
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2-2. 下水道整備と普及の状況 

これまでの整備状況を取りまとめます。 

 

2-2-1. 整備実績 

近年の下水道事業における整備面積（累計）の推移を図 2-2-1 に示します。 

下水道の整備面積は平成 29 年度に 325ha（布設した管きょ総延長約 62km）に達

し、汚水処理の整備事業は概成しています。近年は幹線に雨水管を布設する事業を実施

しています。 

 

 

出典：地方公営企業決算状況調査表、下水道台帳  

図 2-2-1. 整備面積及び管きょ延長（累計）の推移 
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2-2-2. 管きょの内訳 

下水道管きょには様々な種類と口径があります。管きょの建設年代別布設状況（図 2-

2-2）及び管種口径別構成（表 2-2-1）を示します。 

 

 

図 2-2-2. 管きょの建設年代別布設状況 

 

本町の下水道管きょは 200mm 口径がもっとも多く約 46%、次いで 250mm 口径

が約 41%を占めています。 

管きょの種類として、鉄筋コンクリート製の「ヒューム管」と樹脂製の「硬質塩化ビ

ニル管」を採用しています。 

 

表 2-2-1. 管種・口径別構成 

  

口径
（mm）

ヒューム管
（m）

硬質塩化ビニル管
（m）

小計
（m）

割合
（％）

100 0 63.29 63.29 0.1%

150 38.27 1,216.38 1254.65 2.0%

200 352.16 28,582 28933.73 46.5%

250 24348.89 1284.65 25633.54 41.2%

300 1164.07 0 1164.07 1.9%

350 591.05 0 591.05 0.9%

400 416.66 0 416.66 0.7%

450 738.29 0 738.29 1.2%

500 125.07 0 125.07 0.2%

600 1063.4 0 1063.4 1.7%

700 1911.03 0 1911.03 3.1%

900 12.26 0 12.26 0.0%

1000 359.05 0 359.05 0.6%

合計 31120.2 31145.89 62266.09 100.0%
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2-2-3. 建設事業費と財源の内訳 

下水道事業が過去に実施した建設事業費は累計約 150 億円です。そのうち 89%、

約 137 億円を下水道管きょ費に投じました。 

 

 

図 2-2-3. 建設事業費の内訳 

 

建設事業費約 150 億円の財源内訳は、企業債が約 46%、国庫補助金が約 30%、受

益者負担金が約 8%、その他（一般会計繰入金等）が約 16%となっています。 

 

 

図 2-2-4. 建設事業費財源の内訳  
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2-2-3. 処理区域内人口、水洗化人口及び水洗化率  

下水道事業における処理区域内人口、水洗化人口及び水洗化率の推移を図 2-2-1 に

示します。 

令和 4 年度末時点では、処理区域内人口 9,937 人、水洗化人口 9,737 人、水洗化

率 98％となっています。 

 

 

 
出典：地方公営企業決算状況調査表  

図 2-2-3. 処理区域内人口、水洗化人口及び水洗化率の推移 
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2-3. 使用料水準 

下水道使用料とは、現在下水道を使用している利用者の方々がそれぞれ排出した汚水量

に応じてお支払いただくものです。 

汚水量は、実際に下水管に排出した汚水排水量を測定しているのではなく、水道水の使

用水量を汚水排水量とみなして算定しています。 

下水道の経費負担の原則である「雨水公費、汚水私費」の原則により、汚水処理に要す

る費用は使用料を徴収して賄う必要があるため、利用者の方々に下水道使用料の負担をお

願いしています。 

 

2-3-1. 使用料体系 

本町の使用料体系としては、「基本使用料」と「超過使用料」からなる「二部使用料

制」を採用しています。基本使用料に含まれた水量を超える汚水量が超過使用料の対象

となり、汚水量が多くなるほど 1 ㎥当りの単価が高くなる「逓増（累進）型」としてい

ます。 

本町の現行の使用料は平成元年に施行されて以降、消費税率改正の反映を除いて約

35 年間据え置かれています。 

本町の下水道使用料表を表 2-3-1 に示します。 

 

表 2-3-1. 本町の下水道使用料表（消費税抜き）  

  

基本使用料
（1カ月につき）

10立法メートルまで 700円

10立方メートルを超え20立方メートルまで 70円

20立方メートルを超え30立方メートルまで 80円

30立方メートルを超え50立方メートルまで 90円

50立方メートルを超え100立方メートルまで 100円

100立方メートルを超え200立方メートルまで 110円

200立方メートルを超え500立方メートルまで 130円

500立方メートルを超える分　 150円

超過使用料
（1立方メートルにつき）

（注）使用料は、上記の表により算出した金額に消費税が加算されます。
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2-3-2. 他団体との使用料水準比較 

荒川右岸流域下水道関連 13 市町の使用料水準比較表を図 2-3-1 に示します。 

基準とする使用料水準は、家庭用における一般的な排水量である 1 カ月当たり汚水

量 20 ㎥の場合の下水道使用料（消費税込み）です。  

 

 

 
出典：総務省 経営比較分析表・地方公営企業決算状況調査表  

図 2-3-1. 下水道使用料の比較（令和 5 年 3 月現在） 
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2-4. 財政の状況 

2-4-1. 下水道財政の原則 

下水道で行っている事業は大きく「雨水事業」と「汚水事業」に分かれます。まちを

浸水被害から守る目的で実施している雨水事業は、雨が自然現象であり、排除すること

による便益がまち全体に及ぶことから、その経費全額を一般会計が公費（主に税金）で

負担します。汚水処理については、自分の土地からの汚水排除という私的便益が認めら

れることから、下水道利用者が使用料として経費負担するものとされています。これを

「雨水公費・汚水私費の原則」といいます。  

ただし、汚水処理についても公衆衛生の向上や公共用水域の水質保全といった公的便

益が存在することから、国が策定する基準（総務省「繰出基準」）に従い一定額を一般

会計が公費負担することが認められています。 

 

 

図 2-4-1. 下水道の「雨水公費・汚水私費」の区別  

 

 

  

【費用】 【収益】

長期前受金戻入
（減価償却費を相殺する収益）

（汚水）減価償却費
他会計補助金

汚
水

雨
水

下水道使用料

その他の収入

雨水処理負担金

（雨水）維持管理費

（雨水）支払利息

（雨水）減価償却費

（汚水）維持管理費

（汚水）支払利息

雨水処理経

費は全額一

般会計が公

費（税金等）

で負担します 

汚水処理経

費は一部を

一般会計が

公費負担、残

りは下水道使

用料で賄うべ

き経費です 
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本町下水道事業でも雨水分・汚水分それぞれで繰出基準に沿った一般会計繰入金（基

準内繰入金）を確保していますが、下水道使用料収入で賄いきれない不採算経費に対し、

繰出基準を超える額を赤字補填として一般会計繰入金（基準外繰入金）で補っているの

が現状です。 

近年では総額約 2 億円を毎年度一般会計から繰り入れていますが、そのおよそ半分

が基準外繰入金です。 

基準外繰入金に依存すると、下水道を利用している方、していない方との間で不公平

が生じるため、収支の改善を図り基準外繰入金を解消していくことが必要です。 

 

 

図 2-4-2. 近年の一般会計繰入金の状況（基準内繰入金・基準外繰入金） 

 

 

 

 

  

（千円） 



1 章 第 2 章 第 3 章 第 4 章 第 5 章 第 6 章 第 7 章 第 8 章 

 

17 

2-4-2. 本町下水道事業の財政構成 

本町下水道事業が会計方式として採用している『地方公営企業会計』では、収入及び

支出を、当事業年度の損益取引に基づく取引（収益的収支）と、いわゆる投下資本の増

減に関する取引（資本的収支）とに区分して経理を行っています。 

収益的収支及び資本的収支決算額を整理し、基礎的な財政数値と構成比率を示します。 

 

収益的収入及び支出の令和 4 年度決算額及び構成比率は以下のとおりです。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：地方公営企業決算状況調査表 

図 2-4-1. 令和 4 年度・収益的収入の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：地方公営企業決算状況調査表  

 

 

 

図 2-4-2. 令和 4 年度・収益的支出の概要  

（単位：千円・税抜）

収益的収入合計 464,848

　営業収益 202,892

　　使用料収入 131,940

　　雨水処理負担金 70,891

　　その他 61

　営業外収益 261,956

　　他会計補助金 65,109

　　国庫補助金 2,120

　　長期前受金戻入 194,679

　　雑収益 48

（単位：千円・税抜）

収益的支出合計 450,279

　営業費用 417,730

　　人件費 11,105

　　修繕費 7,152

　　委託料 26,923

　　その他経費 3,047

　　流域下水道負担金 45,457

　　減価償却費 320,195

　　資産減耗費 3,851

　営業外費用 32,530

　　支払利息 31,891

　　雑支出 639

　特別損失 19
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資本的収入及び支出の令和 4 年度決算額及び構成比率は以下のとおりです。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：地方公営企業決算状況調査表 

図 2-4-3. 令和 4 年度・資本的収入の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：地方公営企業決算状況調査表 

図 2-4-4. 令和 4 年度・資本的支出の概要 

 

 

  

（単位：千円・税込）

資本的収入合計 504,428

　企業債 280,200

　国（県）補助金 150,000

　他会計出資金 74,000

　負担金 228

（単位：千円・税込）

資本的支出合計 677,886

　管渠建設改良費 504,925

　流域下水道負担金 20,357

　固定資産購入費 2,576

　企業債償還金 150,028
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2-5. 経営比較分析 

経営指標を用いた経年比較・類似団体比較を行い、本町の経営状況を分析します。 

なお、法適用に伴い会計基準が変わっているため、実績値は令和２年度以降となります。 

 

 

 

 

 

図 2-5-1. 経常収支比率 

 

経常収支比率については、類似団体平均と同程度の水準で、令和 2 年度の法適用以降

100％超を継続できており、経営状態は安定しているといえます。今後も 100%以上の

水準を維持しすることが求められます。 

 

  

経常収益
経常費用

指標の意味

分析の考え方

指標の名前 　経常収支比率（％）

望ましい方向性 算出式 ×100

　経常収支比率は、当該年度において、使用料収入や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理費や支払
利息等の費用をどの程度賄えているかを表す指標です。

　単年度の収支が黒字であることを示す 100％以上となっていることが必要です。数値が 100％未満の場
合、単年度の収支が赤字であることを示しているため、経営改善に向けた取組みが必要です。

出典：総務省  経営比較分析表  
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図 2-5-2. 累積経常収支比率 

 

累積欠損金比率については、毎年度黒字を確保できていることで 0％となっており、健

全な状態です。今後も 0%継続が必須です。 

 

 

 

 

 

  

当年度未処理欠損金
営業収益 − 受託工事収益

指標の意味

分析の考え方

指標の名前 　累積欠損金比率（％）

望ましい方向性 算出式 ×100

　営業収益に対する累積欠損金（営業活動により生じた損失で、前年度からの繰越利益剰余金等でも補塡する
ことができず、複数年度にわたって累積した欠損金のこと）の状況を表す指標です。

　累積欠損金が発生していないことを示す0％であることが求められます。累積欠損金を有している場合は、
経営の健全性に課題があるといえます。経年の状況も踏まえながら0％となるよう経営改善を図っていく必
要があります。

出典：総務省  経営比較分析表  
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図 2-5-3. 流動比率 

 

流動比率は類似団体平均以上ですが、100%を下回る水準です。今後も起債発行による

負債の増加が見込まれることから、資金繰りの安定化のため、経営改善に努める必要があ

ります。 

  

流動資産
流動負債

指標の意味

分析の考え方

望ましい方向性 算出式 ×100

指標の名前 　流動比率（％） 

　短期的な債務に対する支払能力を表す指標です。

　１年以内に支払うべき債務に対して支払うことができる現金等がある状況を示す100％以上であることが
必要です。100％を下回るということは、１年以内に現金化できる資産で、１年以内に支払わなければならな
い負債を賄えておらず、支払能力を高めるための経営改善を図っていく必要があります。

出典：総務省  経営比較分析表  
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図 2-5-4. 企業債残高対事業規模比率 

 

近年は類似団体平均より良好な数値となっていますが、今後下水道管きょの老朽化対策

のため多額の起債発行が見込まれます。起債に依存し過ぎない経営のため、本指標を活用

した管理が必要です。 

 

 

 

  

企業債現在高合計−一般会計負担額
営業収益 −受託工事収益 −雨水処理負担金

指標の意味

分析の考え方

指標の名前 　企業債残高対事業規模比率（％）

望ましい方向性 算出式 ×100

　使用料収入に対する企業債残高の割合により企業債残高の規模を表す指標です。

　この指標については、明確な数値基準はありません。したがって、経年比較や類似団体との比較等により自
団体の置かれている状況を把握・分析し、適切な数値となっているか、対外的に説明できることが求められま
す。

出典：総務省  経営比較分析表  
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図 2-5-5. 経費回収率 

 

下水道使用料のみでは経費を賄えておらず、一般会計からの補助金によって赤字補填し

ていることを示しています。また、類似団体平均も下回っており、下水道使用料収入の確

保と経費縮減の方策検討が課題となっています。  

 

  

下水道使用料
汚水処理費（公費負担分を除く）

指標の意味

分析の考え方

望ましい方向性 算出式 ×100

指標の名前 　経費回収率（％）

　使用料で回収すべき経費をどの程度使用料で賄えているかを表した指標で、使用料水準等を評価すること
が可能となります。

　使用料で回収すべき経費を全て使用料で賄えている状況を示す100％以上であることが必要です。数値が
100％を下回っている場合、汚水処理に係る費用が使用料以外の収入により賄われていることを意味するた
め、適正な使用料収入の確保及び汚水処理費の削減が必要です。

出典：総務省  経営比較分析表  
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図 2-5-6. 汚水処理原価 

 

類似団体平均は下回っているものの、使用料単価（有収水量 1㎥当たりの下水道使用料）

である 96 円で回収しきれない「原価割れ」状態となっており、より一層のコスト縮減が

必要です。 

 

  

汚水処理費（公費負担分を除く）
年間有収水量

指標の意味

分析の考え方

指標の名前 　汚水処理原価（円）

望ましい方向性 算出式 ×100

　有収水量１㎥当たりの汚水処理に要した費用で、汚水資本費・汚水維持管理費の両方を含めた汚水処理に係
るコストを表した指標です。

　この指標については、明確な数値基準はありません。したがって、経年比較や類似団体との比較等により自
団体の置かれている状況を把握し、効率的な汚水処理が実施されているか分析し、適切な数値となっている
か、対外的に説明できることが求められます。

出典：総務省  経営比較分析表  
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図 2-5-7. 施設利用率 

 

本町下水道事業は流域関連のため下水処理場を有さず、この指標は算定されません。 

 

 

  

晴天時一日平均処理水量
晴天時現在処理能力

指標の意味

分析の考え方

望ましい方向性 算出式 ×100

指標の名前 　施設利用率（％）

　施設・設備が一日に対応可能な処理能力に対する、一日平均処理水量の割合であり、施設の利用状況や適正
規模を判断する指標です。

　この指標については、明確な数値基準はありませんが、一般的には高い数値であることが望まれます。経年
比較や類似団体との比較等により自団体の置かれている状況を把握し、施設が遊休状態でないか、過大なス
ペックとなっていないかといった分析が必要です。

出典：総務省  経営比較分析表  
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図 2-5-8. 水洗化率 

 

類似団体平均は上回っているものの、少しでも多くの使用料を確保するため、接続率の

さらなる向上に向けた取組みが必要です。 

 

 

 

現在水洗便所設置済人口
現在処理区域内人口

指標の意味

分析の考え方

指標の名前 　水洗化率（％）

望ましい方向性 算出式 ×100

　現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理している人口の割合を表した指
標です。

　この指標については、公共用水域の水質保全や、使用料収入の増加等の観点から100％が望ましい数値で
す。一般的に数値が100％未満である場合には、汚水処理が適切に行われておらず、水質保全の観点から問
題が生じる可能性があることや、使用料収入の確保を図るため、水洗化率向上の取組みが必要です。

出典：総務省  経営比較分析表  
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第 3 章 事業を取り巻く経営環境 

3-1. 行政人口の推移(過去と将来予測) 

本町の行政人口は、少子高齢化や転出超過を背景に、平成 12 年をピークに減少傾向が

続いています（図 3-1-1）。 

 

 

出典：第 6 次総合振興計画  

図 3-1-1. 行政人口の推移（過去実績） 

 

『第 6 次総合振興計画』における人口ビジョンでは、令和 12 年の推計人口を 17,319

人、令和 42 年の推計人口を 13,097 人としています（図 3-1-2）。 

 

 

出典：第 6 次総合振興計画  

図 3-1-2. 行政人口の推計（将来予測）  
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3-2. 処理区域内人口及び水洗化人口の推移(過去と将来予測) 

一方、下水道事業の処理区域は町の市街化区域に限定されていることや、下水道の整備

状況に左右されることから、下水道利用数の推移は行政人口推移とは必ずしも一致しませ

ん。 

過去 10 年間の処理区域内人口（下水処理が開始されている処理区域に居住する人口）

と水洗化人口（処理区域内人口のうち実際に下水道に接続し、使用している人口）の推移

を図 3-2-1 に示します。時期によって増減を繰り返しながら、中長期的には減少フェー

ズに入っているといえます。 

 

 
出典：地方公営企業決算状況調査表  

図 3-2-1. 処理区域内人口及び水洗化人口の推移（過去実績 8 年） 

 

この状況を踏まえ、下水道の処理区域内人口については当該数値の過去 10 年実績値の

トレンド分析（多項式近似）により独自の推計を図 3-3-2 に示します。 

将来財政収支の基礎となる数値であることから、各種施策の実施による人口流出抑制や

流入人口増加への期待を反映した人口ビジョンよりも悲観的な将来予測を採用しました。 

 

 

図 3-2-２. 処理区域内人口及び水洗化人口の推計（将来予測 22 年） 
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3-3. 下水道使用料収入の推移（過去と将来予測） 

下水道使用料収入及び有収水量の過去実績を図 3-3-1 に示します。近年は約 1 億 3 千

万円で推移しています。 

 

 
※R1 実績は R2 企業会計移行に伴い打切決算を実施した影響がある 

図 3-3-1. 下水道使用料収入（税抜）及び有収水量の推移（過去実績 8 年） 

 

将来の水洗化人口予測を基に算定下水道使用料収入及び有収水量の将来見通しを図 3-

3-2 に示します。 

 

 
図 3-3-2. 下水道使用料収入（税抜）及び有収水量の推移（将来予測 22 年） 
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3-4. 地方公営企業法の適用 

本町下水道事業は令和 2 年 4 月 1 日に地方公営企業法の全部を適用したことにより、

従前の官庁会計方式から水道事業と同じ『公営企業会計』方式へと変わりました。 

民間企業と同様の企業会計方式への移行により、資産・負債等財務状況や期間損益計算

による経営成績の正確な把握に資する「経営の見える化」を果たし、弾力的かつ機動的な

事業運営の実現に向けて推進しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省資料を加工して作成  

図 3-4-1. 公営企業会計の位置付け 
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3-5. 事業運営組織の状況 

本町の下水道事業は上下水道課で執務しており、担当する下水道グループは以下の人員

構成となっています（図 3-5-1）。 

 

 

図 3-5-1. 川島町下水道事業組織体制図（令和 5 年 4 月現在） 

 

現在、最低限度の人員で執務しています。今後大量発生が見込まれる老朽施設の修繕・

改築需要に対応するためには、職員数の増員や外部委託を検討することが必要です。  

 

 

 

 

 

川島町上下水道課

課長１名 上水道グループ
主幹１名
主任３名
主事１名

上水道に関するもの全般
（工務・管理・使用料徴取等）

下水道に関するもの全般
（工務・管理・分担金徴収等）

下水道グループ
主幹１名
主査１名
主任１名



第 1 章 第 2 章 第 3 章 第 4 章 第 5 章 第 6 章 第 7 章 第 8 章 

 

32 

第 4 章 理念と経営基本方針 

4-1. SDGs と下水道 

SDGs（持続可能な開発目標）に対し、より良い世界を創るべく、本町下水道事業は様々

な貢献を果たしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 4-1-2. SDGs17 のゴール（目標） 

図 4-1-1. SDGs と川島町まちづくりの視点（第 6 次川島町総合振興計画） 
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表 4-1-1. SDGs17 のゴール（目標）と川島町下水道事業の関わり 

 
 

 

4-2. 下水道事業の理念 

経営戦略の最上位計画として位置づける『第 6 次川島町総合振興計画』の基本理念「こ

こが好き、やっぱり好き」及び『川島町都市計画マスタープラン』における将来都市像「「こ

こが好き」未来につなぐかがやく都市かわじま」を目指し、河川の水質保全及び公衆衛生

の向上並びに浸水防除の推進によって生活・環境・景観を守る本町下水道事業の次世代へ

の継承に向けて次のとおり理念を定め、「小さくとも魅力的でかがやく都市かわじま」の

持続的発展に貢献します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

3.3
2030年までに、エイズ、結核、マラリア及び顧みられない熱帯病といった伝染病を根
絶するとともに肝炎、水系感染症及びその他の感染症に対処する。

6.3
2030年までに、汚染の減少、投棄の廃絶と有害な化学物・物質の放出の最小化、未処
理の排水の割合半減及び再生利用と安全な再利用の世界的規模で大幅に増加させること
により、水質を改善する。

9.1
全ての人々に安価で公平なアクセスに重点を置いた経済発展と人間の福祉を支援するた
めに、地域・越境インフラを含む質の高い、信頼でき、持続可能かつ強靱（レジリエン
ト）なインフラを開発する。

11.5
2030年までに、貧困層及び脆弱な立場にある人々の保護に焦点をあてながら、水関連
災害などの災害による死者や被災者数を大幅に削減し、世界の国内総生産比で直接的経
済損失を大幅に減らす。

強靭（レジリエント）
なインフラ構築、包摂
的かつ持続可能な産業
化の促進及びイノベー
ションの推進を図る

　地域経済を支える持続可能かつ強靭なインフラを目指し、維持管理と改築更
新に取組みます。

包摂的で安全かつ強靭
（レジリエント）で持
続可能な都市及び人間
居住を実現する

　下水道の雨水管きょが持つ浸水防除機能は水関連災害の減少に貢献していま
す。

SDGs目標 下水道事業が貢献している内容

あらゆる年齢の全ての
人々の健康的な生活を
確保し、福祉を促進す
る

　下水道の基本的役割である公衆衛生の向上の達成により、水系感染症への対
処に貢献しています。

全ての人々の水と衛生
の利用可能性と持続可
能な管理を確保する 　下水道の普及と事業場への排水指導により、公共用水域の水質改善に貢献し

ています。

図 4-2-1. 川島町下水道事業の理念 
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4-3. 経営基本方針 

下水道事業の経営基本方針を次のとおり定めます。 

 

 
 

 

 

方針（１）

方針（２）

方針（３）

　人口減少に伴う使用料収入減や下水道施設の老朽化に加え、近年の物価上昇等により経営環境
が厳しさを増すなか、持続可能な下水道の実現と利用者負担の最小化を目指し、不断の経営改善
を続けることが求められます。
　さまざまな経費削減手法や財源獲得方法を模索し、収支改善に向けた取組みを行い、一般会計
からの基準外繰入金の縮減を図ります。

下水道普及の継続

　長期にわたって普及に努めてきた下水道の整備事業は概成していますが、開発や建築物の新築
に伴い新たに発生するニーズにも引き続き対応していきます。
　また、整備が済んだ地区でも下水道未接続の世帯も一部残っており、引き続き下水道普及活動
を継続していきます。

ストックマネジメントの推進

　ストックマネジメントとは、長期的な視点で下水道施設（ストック）全体の今後の老朽化の進展状
況を考慮した優先順位付けを行ったうえで、施設の点検・調査、修繕（または改築・更新）を実施し、
ライフサイクルコストの最小化を図るなど施設全体を対象とした施設管理の最適化を目的とした
施策です。
　本町下水道事業では、令和4年度に「川島町公共下水道ストックマネジメント実施方針」を策定
し、取組み着手したところです。
　本計画期間中も引き続きストックマネジメント実施方針に沿った調査を推進し、必要な修繕・改
築事業を継続的に進めます。

収支の改善と基準外繰入金の縮減



 

 

 




